
吹田市水道部工事成績評定要領 

 

制  定  平成２４年４月１日 

最近改正 平成３１年３月２９日 

 

（目的） 

第１条 この要領は、吹田市水道部が発注する請負金額が一定額以上の工事に係る成

績の評定（以下「評定」という。）に関し必要な事項を定め、公正かつ的確な評定の

実施を図るとともに、受注者の適正な選定及び指導育成に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要領における用語の意義は、吹田市水道部工事検査規程（昭和５１年吹

田市水道事業管理規程第１５号）及び吹田市水道部工事監督規程（平成２６年吹田

市水道部訓令第３号）の例による。 

（評定対象工事） 

第３条 評定は、支出科目が工事請負費、路面復旧費及び固定資産除却費に属する工

事を対象とし、その請負金額が１，０００万円以上（当該請負契約を変更したもの

にあっては、当該請負契約当初の請負金額とする。）のものについて行う。ただし、

緊急工事そのほか総括検査員が評定の必要がないと認めるものについては、省略す

ることができる。 

（評定者） 

第４条 評定を行う者（以下「評定者」という。）は、次の各号に掲げる工事の区分に

応じ、それぞれアからウまでに定める者とする。 

⑴ 請負金額が２，０００万円以上の工事又は当該工事と施工場所及び施工期間が

重複している工事 

ア 主査等（工事担当室の当該工事を所管する主査（これに相当する職を含む。）

以上の職にある者をいう。） 

イ 下検査員（工事担当室長が指定する者をいう。） 

ウ 本検査員（総括検査員が指定する者をいう。） 

⑵ 請負金額が２，０００万円未満の工事 

ア 主査等（工事担当室の当該工事を所管する主査（これに相当する職を含む。）

以上の職にある者（ウに掲げる者を除く。）をいう。） 

イ 下検査員（工事担当室長が指定する者をいう。） 

ウ 本検査員（工事担当室長又は工事担当室長が指定する者(アに掲げる者を除

く。）をいう。） 

２ 前項第１号の工事において、総括検査員がやむを得ないと認めるときは、同号ア

の評定者は同号イの評定者を兼ねることができる。 

３ 第１項第２号の工事において、工事担当室長がやむを得ないと認めるときは、同



号アの評定者は同号イの評定者を、同号イの評定者は同号ウの評定者をそれぞれ兼

ねることができる。 

（評定の方法） 

第５条 評定は、工事成績採点基準（別紙１）により、公正かつ的確に行うものとす

る。 

２ 評定は、監督員が確認した施工プロセスチェックリスト（別紙２）及び当該工事

に係る検査により確認した事項により行う。 

３ 前項に規定する評定において、評定者は監督員の意見を求めることができる。 

（評定の時期） 

第６条 主査等及び下検査員は工事が完成したときに、本検査員は完成検査（部分引

渡しの指定部分に係る完成検査は除く。）を実施したときに、それぞれ評定を行うも

のとする。 

（評定の提出等） 

第７条 総括検査員は、第４条第１項第１号に掲げる工事に係る評定が完了したとき

は、速やかに当該評定の結果について工事成績評定総括表（様式第１号）を作成し、

その写しを、工事担当室長と企画室長に送付するものとする。 

２ 工事担当室長は、第４条第１項第２号に掲げる工事に係る評定が完了したときは、

速やかに当該評定の結果について工事成績評定総括表を作成し、その写しを総括検

査員と企画室長に送付するものとする。 

３ 総括検査員は、第１項の規定により工事成績評定総括表を作成したとき又は前項

の規定により工事成績評定総括表の写しの送付を受けたときは、当該工事成績評定

総括表又は工事成績評定総括表の写しに基づき、工事成績評定管理簿（様式第２号）

に必要な事項を記載するものとする。 

（評定結果の通知及び閲覧） 

第８条 企画室長は、工事成績評定の結果について、速やかに当該工事に係る受注者

に対し工事成績結果通知書（様式第３号）により通知するとともに、評定の結果を

企画室長が適当と認める方法により閲覧に供するものとする。 

（評定の内容説明） 

第９条 前条の規定による通知を受けた受注者は、当該評定の結果に疑義があるとき

は、当該通知を受けた日から起算して１４日以内に、工事成績結果に関する説明請

求書（様式第４号）を企画室長に提出することができる。 

２ 企画室長は、前項の請求書の提出を受けたときは、速やかに総括検査員及び工事

担当室長と共に当該評定に係る評定者と協議し、吹田市水道部工事成績評定審査委

員会（以下「委員会」という。）に諮った上で、工事成績結果に関する説明書（様式

第５号）を当該受注者に交付するものとする。 

３ 企画室長は、客観的かつ明白に請求の適性を欠くと認められるときは、工事成績

結果に関する説明請求書を受け取った日から起算して１４日以内にその請求を却下



することができる。説明請求の却下は、却下通知書（様式第６号）により受注者に

通知する。 

（評定の修正） 

第１０条 企画室長は、委員会から評定の結果を修正すべき旨の意見を受けた場合に

おいて、その必要があると認めるときは、その結果を工事成績結果修正通知書（様

式第７号）により当該工事の受注者に通知するものとする。 

（評定結果の再説明請求等）  

第１１条 企画室長から第９条第２項の説明書の交付、又は前条の通知を受けた受注

者は、その内容になお疑義がある場合には交付、又は通知を受けた日から起算して

１４日以内に、工事成績結果に関する再説明請求書（様式第８号）を企画室長に提

出することができる。  

２ 企画室長は、前項の再説明請求書を受けたときは、速やかに総務部契約検査室長

を経由して吹田市入札等監視委員会に審議を依頼するものとし、その報告を踏ま

え、工事成績結果に関する再説明書（様式第９号）を当該受注者に交付するものと

する。  

３ 企画室長は、客観的かつ明白に請求の適性を欠くと認められるときは、工事成績

結果に関する再説明請求を受け取った日から起算して１４日以内にその請求を却

下することができる。工事成績結果に関する再説明請求の却下は、却下通知書（様

式第６号）により受注者に通知する。  

４ 企画室長は、第２項の規定による交付が行われたときは、当該工事成績結果に関

する再説明請求書及び工事成績結果に関する再説明書を、行政資料閲覧コーナーに

おいて閲覧に供する方法により、速やかに公表するものとする。  

５ 企画室長は、入札等監視委員会から評定の結果を修正するべき旨の意見を受けた  

場合において、その必要があると認めるときには、工事成績結果再修正通知書  

（様式第１０号）により当該工事の受注者に通知するものとする。  

（評定結果通知後の減点等） 

第１２条 企画室長は、第８条の規定による通知を行った後、当該通知に係る契

約に関し、受注者が法令遵守等に係る減点項目（第５条の工事成績採点基準の

法令遵守等の補正に係る基準において定める減点項目をいう。以下同じ。）に

該当することが判明した場合には、当該通知に係る評定結果の点数から法令遵

守等に係る減点項目ごとに定める点数を減じるものとする。 

２ 前項の規定による減点は、第８条の規定による通知を行った日から５年を経

過する日が属する年度の末日までの間に、受注者が法令遵守等に係る減点項目

に該当することが判明した場合に行うことができるものとする。 

３ 企画室長は、第１項の規定による減点結果について、当該工事に係る受注者

に対し、成績評定減点通知書（様式第１２号）により通知するものとする。 

４ 企画室長は、前項の規定による通知を行ったときは、第７条第３項の工事成



績評定管理簿を速やかに修正するものとする。 

（減点の内容説明） 

第１３条 前条第３項の規定による通知を受けた受注者は、当該減点結果に疑義

があるときは、当該通知を受けた日から起算して１４日以内に、成績評定減点

に関する説明請求書（様式第１３号）を企画室長に提出することができる。 

２ 企画室長は、前項の請求書の提出を受けたときは、速やかに工事担当長と協

議し、委員会に諮った上で、成績評定減点に関する説明書（様式第１４号）を

当該受注者に交付するものとする。 

（評定結果の再交付）  

第１４条 企画室長は、第８条の通知を受けた者及び当該工事実績を有する者から、

工事成績結果通知書再交付願（様式第１１号）により再交付の請求があった場合は、

工事成績結果通知書の写しの交付を行うものとする。 

（委任） 

第１５条 この要領に定めるもののほか、工事に係る成績の評定に関し必要な事項は、

水道部長が定める。 

 

附 則 （平成２４年４月１日 決裁） 

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２６年４月１日 決裁） 

この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２９年８月１日 決裁） 

この要領は、平成２９年８月１日から施行する。 

附 則 （平成２９年９月１日 決裁） 

 （施行期日） 

１ 改正後の要領は、平成２９年９月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第９条第３項、第１１条及び第１２条の規定は、平成２９年９月１日に

おいて、第９条第１項の請求書の提出期限が経過していない工事について適用する。 

附 則 （平成３０年４月１日 決裁） 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 （平成３１年３月２９日 決裁） 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

 


